
魚沼市役所本庁舎冷温水発生機等増設工事設計業務委託
特記仕様書

本業務委託は、国土交通省「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）」（以下、「標準仕様

書」という。）のほか、魚沼市委託契約条項（令和4年魚沼市告示第 159 号。以下「委託契約条項」

という。）及び本特記仕様書に従い実施するものとする。

１ 業務目的

本業務は、魚沼市役所本庁舎冷温水発生機増設工事実施のため、当該工事に係る設計業務を実施

するものである。

２ 業務内容

（１） 委託番号：6魚管委第14号

（２） 業 務 名：魚沼市役所本庁舎冷温水発生機等増設工事設計業務委託

（３） 履行期限：令和６年８月２０日まで

（４） 履行地点：魚沼市 小出島 地内

３ 既存施設

（１） 施設所在地：魚沼市小出島910番地

（２） 施 設 名 称：魚沼市役所本庁舎 SRC４階建て 延床面積 6929.28 ㎡

（３） 既存設備概要：

冷温水発生機
（RH-1）

メーカー：川重冷熱工業（株）
機種名：ガス吸収冷温水機 エフィシオ
型式：NEG-150CN5A 1 台
冷暖房能力等：別添「計画数値表(エフィシオＮＥシリーズ）」参照

冷却塔
（CT-1)

メーカー：空研工業（株）
機種名：開放式角型クロスフロー 超低音型・内部配管型・白煙防止型(CT-1)
型式：SKB-150GS M7 1 台
冷却容量：959.3kW 循環水量 37.4℃→32℃ 2500 l/min

冷却水ポンプ
（PCD-1）

メーカー：（株）川本製作所
機種名：GE-4M 形 渦巻ポンプ PCD-1
型式：GEM1005M4ME11 100×80×1250l/min×21m×11kW×2P
OS式防震装置 PX-130ZT04

冷温水ポンプ
（PCH-1）

メーカー：（株）川本製作所
機種名：GE-2M 形 渦巻ポンプ PCH-1
型式：GEJ805M2ME7.5 80×65×738l/min×33m×7.5kW×2P
OS式防震装置 PX-95ZT03

加湿給水用補給水槽
（TWH-1）

メーカー：（株）川本製作所
機種名：NF-3形+TAK4-50 受水槽付カワエース TWH-1
型式：NF3-750S2+TAK4-50 32×32×15l/min×10m×0.75kW×1P
受水槽呼称容量 500L 有効水量 415L 有効容量 529L

冷却水水処理装置
（CF-1）

メーカー：東西化学産業（株）
機種名：サンワコンSY-1P-D型
型式：TS-T11F-VC 最大吐出量 38L/min 最高吐出圧力 1.0MPa 口径 φ4×φ9

膨張タンク
（TE-1）

メーカー：森永エンジニアリング（株）
機種名：リフレックス密閉膨張タンク
型式：G-250
タンク容積 250 l 最大吸収容量 187 l 接続口径 50A
寸法 φ612×H1334 最高使用圧力 0.8MPa

中央監視装置

メーカー：アズビル（株）
機種名：savic-netFX2compact
機能：別添「空気調査設備 自動制御 中央監視システム図(2) MA-138 他」参照

空気調和設備配管 別添「空気調和設備 配管熱源機械室詳細図 MA-130」参照



４ 業務概要

（１）冷温水発生機等増設工事設計 一式

５ 業務項目

（１） 機器の仕様等

① 増設する冷温水発生機は、本庁舎４階機械室内に１台とし、既存冷温水発生機の50％程度の

能力で既存機器と互換性がある機器とすること。

② 増設する冷温水発生機は、既存中央監視装置で必要な監視操作を行えるようにすること。

③ 増設する冷温水発生機は、既存機器とのスケジュール制御による交互運転等を行えるように

すること。

④ 増設工事においては、ループ配管等を検討し、冷温水発生機以外の設備機器は必要以上の追

加は行わないこと。

（２） 追加業務

設計図書に基づく積算業務として次に掲げる業務を実施すること。

① 積算数量算出書の作成

② 単価作成資料の作成

③ 見積書の収集

④ 見積検討資料の作成

（３） 事前調査

必要に応じ、既存建物及び設備の調査を実施すること。

６ 打合せ協議

業務等を適正かつ円滑に実施するため、業務着手時及び成果品納品時には打ち合わせを実施する

こと。なお、業務実施時においても、必要に応じ打ち合わせを実施し、管理技術者と監督員は常に

密接な連絡をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受

注者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。なお、連絡は積極的に電

子メール等を活用し、電子メールで確認した内容については、必要に応じて書面（打合せ記録簿）

を作成するものとする。

管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は速やかに監督員と協議する

ものとする。

７ 業務にあたっての留意事項

（１） 一括再委託の禁止（委託契約条項第３条）

① 受注者は、業務の全部を一括して、又は発注者が設計図書において指定した主たる部分を第

三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

② 受注者は、前項の主たる部分のほか、発注者が設計図書において指定した部分を第三者委託

し、又は請け負わせてはならない。

③ 受注者は、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ発

注者の承諾を得なければならない。ただし、発注者が設計図書において指定した軽微な部分を

委託し、又は請け負わせようとするときは、この限りでない。

（２） 数量積算

① 各工事毎において、数量を算定した計算式を明示すること。

② 上記の数量算定の根拠と、図面との突合が容易なこと。

③ 同工種及び類似工種において、異種単価は使用しないこと。

（３） 使用単価

一式単価の使用は極力避けること。



８ 管理技術者等（委託契約条項第 6 条の 2）

設計業務等において受注者は、業務の技術上の管理を行う管理技術者又は主任技術者を定め、そ

の氏名その他の必要な事項を発注者へ通知しなければならない。管理技術者を変更したときも、同

様とする。

９ 業務計画書

受注者は、契約締結後１４日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、監督員に提出しなけ

ればならない。

業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。

(１)業務概要 (２)実施方針 (３)業務工程

(４)業務組織計画 (５)打合せ計画 (６)成果物の内容、部数

(７)使用する主な図書及び基準 (８)連絡体制(緊急時含む) (９)その他

10 資料の貸与及び返却

監督員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものとする。

受注者は、貸与された図面及び関係資料等の必要がなくなった場合は直ちに監督員に返却するも

のとする。

(１)発注者が保有している既存設備の図面 一式

(２)その他本業務遂行に必要となる資料 一式

11 関係官公庁への手続き等

受注者は、業務等の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁等への手続きの際に協力しなけ

ればならない。また受注者は、業務等を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場

合は、速やかに行うものとする。

12 地元関係者との交渉等

受注者は、地元関係者への説明、交渉等は、監督員等が行うものとするが、監督員等から指示が

ある場合は、受注者はこれに協力するものとする。これらの交渉に当たり、受注者は地元関係者に

誠意をもって接しなければならない。

13 土地の立ち入り等

受注者は、屋外で行う業務等を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場合は、監督員

及び関係者と十分な協調を保ち業務等が円滑に進捗するように努めなければならない。また、第三

者の土地への立入りに当たっては、身分証明書を常に携帯しなければならない。

14 成果物の提出

受注者は、業務等が完了したときは、設計図書に示す成果物（設計図書で照査技術者による照査

が定められた場合は照査報告書を含む）を業務報告書とともに提出し、検査を受けるものとする。

成果品の納品は下記のとおりとする。

(１)実施設計書類 １部（A4ファイルに収納して提出）

① 機器選定結果 ② 単入設計書 ③ 単抜設計書 ④工事予定工程表

⑤ 数量計算書 ⑥ 単価比較表 ⑦ 見積書 ⑧ 積算根拠資料

⑨ 打合せ簿

(２)実施設計図書 ２部（A３判で提出）

① 表紙（工事名称等） ② 図面リスト ③ 特記仕様書 ④ 機器表

⑤ 系統図 ⑥ 平面図 ⑦ 詳細図 ⑧ その他工事に必要な図面

(３)デジタルデータ 1部（CDにて提出）

(１)の実施設計書類は、エクセル並びにPDFデータとする。

(２)の実施設計図書は、JWW又は SFCデータとする。



15 業務内容の変更（委託契約条項第 9 条）

発注者は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止することが

できる。

この場合において、契約金額及び履行期限を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協

議して定める。

16 成果物の使用等

成果物はすべて発注者の所有とし受注者は発注者の承諾を受けないで他に公表貸与、使用しては

ならない。特許権その他第三者の権利の対象となっている方法等を使用した場合は、成果物にその

ことを明示するものとする。

受注者は、著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっている設計方法等の使用に関し、設

計図書に明示がなく、その費用負担を発注者に求める場合には、第三者と補償条件の交渉を行う前

に発注者の承諾を受けなければならない。

17 検査及び引渡し（委託契約条項第 13 条）

受注者は、委託業務を完了したときは、履行届を発注者に提出し、成果品について発注者の検査

を受けなければならない。

18 契約不適合責任等（委託契約条項第 16 条）

発注者は、引き渡された成果品が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるとき

は、受注者に対し、成果品の修補又は代替物の引き渡しによる履行の追完を請求することができ

る。

19 秘密の保持（委託契約条項第 19 条）

受注者は、委託業務の実施により知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

20 個人情報の保護（委託契約条項第 20 条）

受注者は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報

取扱特記事項」遵守しなければならない。

21 安全等の確保

受注者は、屋外で行う設計業務等に際しては、設計業務等関係者だけでなく、付近住民、通行

者、通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。また、特記仕様書に定めがある場合

には所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関

と緊密な連絡を取り、設計業務等実施中の安全を確保しなければならない。

22 行政情報流出防止対策の強化

受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、業務計画

書に流出防止策を記載するものとする。

23 新技術の活用について

受注者は、「新技術情報提供システム（NETIS）」、「Made in 新潟」等を利用することにより、活

用することが有用と思われる新技術等が明らかになった場合は、監督員に報告するものとする。

24 契約外の事項（委託契約条項第 21 条）

この契約に定めのない事項及びこの契約について疑義を生じたときは、発注者と受注者とが協議

して定める。


